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施設の改修・更新費用が充当可能な財源見込み額に見合う額となるように、建物系施設の保有総量を削減します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  

 

 

 

 

 

  

（1）計画策定の背景・目的  
本市は、市町村合併(平成 16年 12月)前に多くの公共施設を整備しており、その複数の施設を現在も引き継いでいます。 
今後、それら全ての施設を維持していくためには、維持費・管理運営費のほか、老朽化に伴う改修や更新に係る多額の費用が必要になり

ますが、税収の恒常的な増加は期待できない状況にあるとともに、普通交付税の合併特例措置も令和2年度には終了となるなど、本市の厳
しい財政状況を踏まえると、現在保有する施設の全てを維持・更新していくことは困難となっています。 
そこで、市ではこの課題解決の第一歩として、平成25年に「常陸太田市公共施設白書」を取りまとめ、保有する施設のコスト情報等の「見

える化」を図るとともに、平成 29 年に『常陸太田市公共施設等総合管理計画』を策定し、全体的な視点から見た公共施設等のあり方につ
いて、基本的な考え方や方針等を定め、その後、令和 6 年 3 月に、現状に即した見直しを行うため、「公共施設等総合管理計画の見直し
に当たっての留意事項について（総財務第６号(令和 3年１月 26 日)）」に基づき、改訂を行いました。 
本計画は、上位計画である『常陸太田市公共施設等総合管理計画』において定めた公共施設等総合管理の基本方針に基づき、将来

のよりよい市の姿及び財政の健全化に向けて、具体的な施設の再配置のあり方を市民へ提示することを目的として策定したものであり、上位
計画の改訂に合わせて改訂を行います。 

常陸太田市公共施設等再配置計画（改訂）（概要版）                                   令和６年３月 

（2）計画期間：40 年間  
上位計画となる『常陸太田市公共施設等総合管理計画』と同じ期間（2017

年度から 2056 年度）とします。 

また、概ね 5年ごとに検証・見直しを行います。 

（3）縮減目標：約 500 億円(施設保有総量約 30％削減)  

 

1 公共施設等再配置計画のあらまし 

 
（2）市で保有を続ける公共施設等の見極め 

本市は、合併前の各市町村で整備した施設が多く、同様の施設を複数保有している状況にあります。加え

て人口減少や少子高齢化等に伴い、今後、市民に必要とされる施設が変化するものと考えられます。 

これからのまちづくりのために必要な施設を精査し、将来にわたり保有を続ける公共施設等を見極めることが

必要となります。 

3 公共施設等の保有に係る課題 

（1）将来費用の抑制と財源の確保 

（3）保有を続ける公共施設等の適切な維持管理 

施設を整備し保有を続けていくためには、老朽化への対応、大規模改修や更新（建替え）を行うために

多額の費用が必要となります。 

将来費用に対する財源不足を解消するため、費用の発生そのものの抑制と、充当する財源確保の両面か

らの対策が不可欠になります。 

平成 25 年 11 月に、国において、公共施設維持管理の基礎となる『インフラ長寿命化基本計画』が策定さ

れ、公共施設を所管する国や地方公共団体において、長期的な視点で計画的に適切な維持管理を行う「行動

計画」と、「行動計画」に基づき個別施設毎の具体的な対応方針を定める「個別施設計画」を策定し、適切に

公共施設を管理していくことが求められました。 

本市では、平成29年3月に「行動計画」として、『常陸太田市公共施設等総合管理計画』を策定しました。 

『公共施設等再配置計画』は「行動計画」に基づき、公共施設の再配置等、個別施設毎の具体的な対応方

針を定める「個別施設計画」に位置づけるものとして策定したものです。 

今回の本計画の改定は、計画策定から５年以上が経過したことから、上位計画である『公共施設等総合  

管理計画』の改訂に合わせ、今後の公共施設等における考え方や具体的な対応方針等の見直しを図るため、

行うものです。 

 

 

 

 

 

2 公共施設等再配置計画の位置づけ 

耐震性が確保されていない施設があることに加え、今後、老朽化対策が必要な施設が増えていきます。 

利用者の安全確保に留意しながら、適切に維持管理を実施していくことが必要となります。 
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5 再配置の推進に向けて 

（1）個別施設における取組の具体化       

本計画策定後は、各年度の予算編成等のプロセスの中

で具体的な取組を明らかにし、実行に移します。その際、必

要に応じて、個別施設計画、施設ごとの基本計画・基本構

想等の策定、その他調査・調整等を行い、再配置の実施

に向けて取り組んでいきます。 

【実施方針 1-3】 

施設の多機能化・

複合化等による保

有建物の削減 

将来費用の縮減に向け複合化を積

極的に進めます 

◎サービスは維持しつつ将来費用の縮減を図る

ため、一つの建物に複数の機能を配置する

「複合化」を積極的に進めます。 

 

市が所有する利用が著しく低い土地、建物、スペースの有効活

用を図ります 

◎他目的利用への転用や、稼働率増加につながる有効活用方策を検討します。 

◎民間事業者への賃貸や売却による有効活用の可能性も検討し、新たな財源の

確保に努めます。 

 

サービス維持とコスト縮減を両立させるため、多様な主体と

の連携を図ります 

◎周辺自治体と連携して整備する広域化も検討します。 

◎民間事業者などとの連携も積極的に進め、民間施設との複合化、複数

施設の包括管理による効率化など、あらゆる可能性を検討します。 

 

【実施方針 1-2】 

市民ニーズ等の状

況変化に対応した

サービスの適正化 

インフラ系施設については、都市構造の変化を踏まえた取り扱いを検討します 

◎インフラ系施設は、市民生活や企業活動の基盤として不可欠であり、廃止が難しいことから、基本的に長寿命化によ

る将来費用の縮減を図ります。 

◎少子化・人口減少により、住宅分布などの変化も想定されるため、インフラ系施設も聖域をつくらず、廃止も含め検討

します。 

 

【公共施設等総合管理の基本的な考え方】 

将来にわたり持続可能な常陸太田市としていくために、人口動向等の状況変化を踏まえて、将来のまちづくりに必要なサービス水準を確保しながら、提供方法の見直しを図っていきます。 
※本計画は、上位計画である『常陸太田市公共施設等総合管理計画』の「基本的な考え方」及び「【基本方針 1】公共施設等の総量適正化」に基づいて、公共施設の再配置に取り組んでいきます。 

 
【基本方針 1】 公共施設等の総量適正化 

地域の拠点となる場所でサービスを提供します 

◎再配置の際は、施設総量の削減だけでなく、可能な限り市民サービスを維持・向上させることが必要です。そのため、

再配置の場所は、交通アクセスや災害時の安全性、地域コミュニティなどを考慮して検討します。 

 

施設を取り巻く状況の変化を踏まえて、施設のあり方を見直します 

◎既存施設については、現状維持を前提とせず、設置目的や利用実態、今後の利用見込み

等の状況変化を踏まえて、廃止や統廃合、減築などを含めた施設のあり方を見直します。 

◎新たなニーズに対応するために必要な施設整備は行いますが、公共施設等全体として総量

抑制を図り、将来費用の縮減に努めます。 

 

サービスを利用する人・団体の特性に合わせた再配置とします 

◎市全域に住む人が利用するサービス、地域ごとに利用するサービス、主に施設周辺のコミュ

ニティが利用するサービスといった分け方で、居住エリアの特性を把握し、エリアの広がりに合

わせた再配置を検討します。 

◎施設本来の設置目的や現在の利用状況から、利用者の特性を把握し、その特性に合わ

せた配置のあり方を検討します。 

4 公共施設等再配置の基本方針 

公共施設等の総量適正化を進めることにより、サービス確保とコスト縮減の両立を図ります。 

【実施方針 1-1】 

市域全体でみた

再編・再配置の推

進 

 

 

（2）個別施設における記載内容の更新

（1 年ごと） 

今後点検・診断の実施や詳細な調査・検討によっ

て、個別施設の状態は常に更新され、対策内容や対

策費用等も具体化していきます。そのため、1 年ごとに

取組の進捗状況や情報更新を調査し、記載内容を

更新することで、より現状にあった計画としていきます。 

 

（3）計画の検証・見直しの実施（5 年ごと） 

本計画は長期にわたる取組であることから、将来的な人

口動向や財政状況、社会経済情勢の変化に対応した計

画の見直しを行います。検証・見直しは、『常陸太田市総

合計画』及び『常陸太田市公共施設等総合管理計画』

とも、概ね 5年ごとに実施します。 

 

 
 

（4）市民、利用団体からの意見収集     

本計画の推進に当たり、特に建物系施設について

は、実際に利用する市民や団体の理解を得ながら取

組を進めていく必要があることから、本計画で提示した

個別施設の方針を十分に説明し、市民や利用団体

の理解と協力のもと、計画を推進していきます。 
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地域主体の
管理運営に移行

複合化

旧山田小学校 すいふこども園
（旧すいふ保育園）

旧水府幼稚園

水府小中学校

施設機能維持、地域コ
ミュニティ組織設立時に地
域交流センターとして地域
主体の管理運営に移行

天下野公民館

山田公民館

染和田公民館
（水府総合センター内）

やまだ児童クラブ
(山田公民館内)

すいふ児童クラブ
(水府総合センター内)

施設機能維持

東染郷倉

竜神大吊橋・物産
センター・交流広場

水府観光物産館
（竜神カフェ）

竜神ふるさと村

水府竜の里公園

天下野診療所

北部保健センター
（水府総合センター内）

ふれあいほーむ

茨城県消防救急
デジタル無線
消防水府基地

図書館水府分室
（水府総合センター内）

北消防署水府支所
（水府総合センター）

他施設

旧し尿処理
中継所

高倉交流センター
（旧体育館除く）

施設売却

旧福祉作業所
虹の家

建物廃止旧水府小学校

廃止（建物・機能）

松平団地1

湯草公民館

上の台団地

類似機能同士の集約化
若しくは民間と連携した

住宅供給

中染団地1

東染林業
センター

旧高倉駐在所

保有移行（譲渡）

施設機能維持、
地域交流センター
として地域主体の
管理運営に移行

高倉地域
交流センター

廃止（建物・機能）・
借地返却・民間と連携した

住宅供給

松平団地2

中染団地2

規模の適正化 活用策の検討

 

  

高齢者生産活動
センター

サービスを他施設で代替

保有移行（譲渡）

里川コミュニティ
センター

徳田コミュニティ
センター

小妻コミュニティ
センター

小中コミュニティ
センター

大中コミュニティ
センター

白幡台コミュニティ
センター

折橋コミュニティ
センター

上深萩大菅
コミュニティセンター

小菅コミュニティ
センター

伝承館
（徳田北口公園

せせらぎの郷）

長寿命化または
類似機能同士の

集約化若しくは民間
と連携した住宅供給

中の町団地2

中の町団地1

複合化

里美支所

図書館里美分室
（里美文化センター内）

（他施設）

里美保健
センター

旧賀美公民館
（里美文化センター内）

旧里美幼稚園
（さとみ児童クラブ）

宿泊機能集約

プラトーさとみ 里美ふれあい館

小里公民館
（里美支所内）

地域交流センター
として地域主体の
管理運営に移行

廃止（建物・機能）
・借地返却

渓流釣施設
休憩所

里川生産物
直売所

里美小中学校

規模の適正化

旧賀美小学校

旧小里小学校

施設売却

風力発電施設

廃止（建物・機能）

旧やまざくら
保育所

郷土資料館
（徳田北口公園

せせらぎの郷）

里美斎場

施設機能維持

里美歯科診療所

里美生産物
直売所

さとみこども園

北消防署
里美出張所

           
    

小里牧場

ふれあい牧場

里美柔剣道場
(里美小中学校内)旧学校給食センター

里美センター

用途変更

うぐいす台団地

類似機能同士の
集約化若しくは民間
と連携した住宅供給

大中宿上団地

みどり団地

廃止(建物・機能)・民間と
連携した住宅供給

大中宿西団地

里美ふれあいの家

サービスを民間施設
で代替

ささら練習所

徳田生産物直売所
(徳田北口公園
せせらぎの郷)

 

 

太田クリーンセンター

類似機能同士の集約化

里美クリーンセンター

工芸機能集約

温浴機能集約

スポーツ機能集約

クリーンセンター機能集約

梨木平工芸の森 工芸交流センター楓
春友手づくり
工芸センター

郷土文化保存伝習
施設「こしらえ館」

春友彫刻の森運動
公園（更衣室）

水府海洋
センター

山吹運動公園
大里ふれあい

広場
白羽スポーツ

広場

里美運動公園

ぬく森の湯太田温泉
（総合福祉会館内）

西金砂
湯けむりの郷

ふるさとセンター
竜神竜っちゃん乃湯

大方運動広場

里美文化センター

市民交流
センター

ホール機能集約

水府総合センター

交流センターふじ

消防機械器具置場・
詰所

広域的な統合 

水府地区 

 

 

里美地区 

⑪ 
           

   

 

 

 

 

小沢町団地馬場町団地1

馬場町団地2 新宿町団地7

廃止（建物・機能）・借地返却
・民間と連携した住宅供給

庁舎機能集約

旧ハローワーク
（観光振興課等）

旧保健所
（シルバー人材センター等）

旧法務局庁舎
（郷土資料館別館・文化課）

常陸太田市役所
分庁舎

（教育委員会等）

常陸太田市役所
本庁舎

幡町団地1

新宿町団地3

稲木町団地2

谷河原町団地

稲木町団地1

幡町団地２

稲木町団地3

廃止（建物・機能）・借地返却

旧清掃事務所

施設売却

旧JA茨城みずほ
倉庫

のぞみこども園
（旧のぞみ幼稚園）

温水プール

道の駅
ひたちおおた

西山の里
（休憩所）

清掃センター

南消防署

梅津会館

旧町屋変電所

総合福祉会館

西山研修所

太田進徳
幼稚園

瑞龍霊園
（休憩所）

常陸太田駅舎

旧佐都小学校
特別教室棟

御輿殿

西山公園

生涯学習センター

市営斎場

施設機能維持

新宿2団地B

増井町団地A

新宿町団地

中城町団地

増井町団地B

新宿2団地A

新宿町団地5

新宿町団地4

新宿町団地6

類似機能同士の集約化
若しくは民間と連携した住宅供給

長寿命化または類似機能同士の集約化
若しくは民間と連携した住宅供給

寿団地C

寿団地D

寿団地E

寿団地B

寿団地A

幡町団地F棟

幡町団地E棟

幡町団地D棟

幡町団地A棟

幡町団地B棟

幡町団地C棟

幡町団地G棟

磯部町団地
土地,建物返却

郷土資料館
分館

建物廃止

自然休養村
管理センター

東二店舗
兼事務所

福祉住宅

図書館

建物規模縮小

はたそめ児童クラブ

にしおざわ児童クラブ
（旧西小沢幼稚園）

複合化規模の適正化

瑞竜中学校

太田中学校

世矢中学校

峰山中学校

太田小学校
（おおた児童クラブ）

機初小学校

世矢小学校
（せや児童クラブ）

誉田小学校
（ほんだ児童クラブ）

西小沢小学校

幸久小学校
（さきく児童クラブ）

佐竹小学校

類似機能同士の集約化
若しくは認定こども園に移行

宮ノ脇保育園

幸久幼稚園

世矢幼稚園

木崎保育園

学校給食センター

民間を活用した
事業手法の適用

佐都公民館
（佐都市民ふれあいセンター）

河内公民館
（河内市民ふれあいセンター）

施設機能維持、地域コミュニティ
組織設立時に地域交流センターとして

地域主体の管理運営に移行

幸久公民館
（幸久市民ふれあいセンター）

誉田公民館
（誉田市民ふれあいセンター）

世矢公民館
（世矢市民ふれあいセンター）

佐竹公民館
（佐竹市民ふれあいセンター）

太田公民館
（市民コミュニティセンター）

機初公民館
（機初市民ふれあいセンター）

西小沢公民館
（西小沢市民ふれあいセンター）

教育支援センター
（かわせみくらぶ）

他施設へ移転

太田市民
ふれあいセンター

西河内市民
ふれあいセンター

保有移行（譲渡）

酉和館

旧心身障害者
福祉センターくにみ

愛保育園

木崎一町寄付
家屋

補修事務所・
バス車庫

事務所機能廃止
・建物規模縮小

さたけ児童クラブ

 

  

ふるさと歴史
民俗伝承館

保健センター機能を複合化

類似機能同士の
集約化若しくは民間と
連携した住宅供給

規模の適正化

複合化

認定こども園に移行

富士山団地

旧北中学校

施設売却

金砂郷中学校

金砂郷小学校

久米小学校

郡戸小学校

交流センターふじ

くめ児童クラブ ぐんど児童クラブ
（旧郡戸幼稚園）

金砂郷保健センター
（かなさごう児童クラブ）

保有移行（譲渡）

水防倉庫
（松栄）

水防倉庫
（薬谷）

水防倉庫
（花房）

旧金砂幼稚園

施設機能維持、
地域交流センター
として地域主体の
管理運営に移行

施設機能維持、
他施設へ複合化

郡戸公民館
（工芸交流センター楓内）

金砂公民館
（かなさ笑楽校内）

金郷公民館
（交流センターふじ内）

施設機能維持

北消防署
金砂出張所

金郷幼稚園
（こどもセンターうぐいす）

かなさ笑楽校

そば工房

物産センター
こめ工房

健康センター
こもれび

金砂郷支所

金砂郷保育園
（こどもセンターうぐいす）

図書館金砂郷分室
（交流センターふじ内）

久米地域交流
センター

久米幼稚園

類似機能同士の
集約化若しくは認定

こども園に移行

常陸太田地区 

金砂郷地区 

■地区別の再配置計画(当初) 施設数 291 施設 

○完  

○完  

○完  

○完  

○完  ○完  

○完  
○完  

○完  
○完  

○完  

○完  

○完  

○完  

○完  

○完  

○完  

○完  

○完  

○完  

○完  

○完  ○完  

○完  

○完  ○完  

○完  

○完  ○完  ○完  

○完  

○完  

○完  

○完  

○完  

○完  

○完  

○完  

○完  

○完  

○完  

○完  

○完  

○完  

○完  

９９施設 

 

 

８３施設 

解体等予定２３施設中１９施設完了（全６３施設） 

２９施設 ３４施設 ４６施設 

（再掲） 

○完  

○完  

○完  
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常陸太田地区 

 

 

 広域的な統合 

 

 金砂郷地区  
 

 

 水府地区 ３６施設 
  

 

 里美地区 ４８施設 

■地区別の再配置計画(改訂時) 施設数 242 施設 

１０６施設 ２０施設 

３２施設 

※短期基準日：2024.4 


